
 市会発意第２号 

 

 

緊急事態に対応できる法令等の整備を求める意見書 

 

  

 

上記議案を別紙のとおり提出する。 

 

 

    令和６年３月２７日 

 

 

 

             発 議 者    福知山市議会議員  岡野 天明 

             賛 成 者    福知山市議会議員  大谷 洋介 

               〃          〃            髙橋 正樹 

               〃          〃            塩見 聡 

               〃          〃            田中 法男 

               〃          〃            荒川 浩司 

 

 

 

    福知山市議会議長  田 渕 裕 二  様     

 

 

 

 

 

  



（別紙） 

 

緊急事態に対応できる法令等の整備を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症は、長期にわたって全国各地で猛威を振るい、本市

の市民生活や事業活動に大きな影響を及ぼした。 

医療現場においても、医療崩壊の危機に直面するなど、これまで想定されなか

った事態が発生した。 

経済においても、中小企業を中心に多くの企業が経営に大きな打撃を受けてお

り、特に中小企業・小規模事業者が多い本市においても、経済の回復に向けて経

営改善や事業継続への支援が継続的に行われてきたところである。  

また、ロシアのウクライナ侵攻に端を発する原油・エネルギー価格や物価の高

騰が重なったことは、中小企業・小規模事業者の経営への影響をより深刻なもの

としてきた。 

わが国はこれまでから、地形・地質・気象等の国土条件により、幾度となく自

然災害による甚大な被害に見舞われてきたが、近年は地球温暖化の影響等により、

豪雨災害が激甚化・頻発化している。また、本市においても、その影響と思われ

る自然災害が度々発生している。加えて、今後３０年以内には、南海トラフ巨大

地震や首都直下型地震の発生も、非常に高い確率で予測されている。  

わが国はこれまで、自然災害や感染症まん延などの緊急事態の発生について、

災害対策基本法や新型インフルエンザ等対策特別措置法などによって対処してき

た。 

しかし、今後、より重大な緊急事態が発生した場合には、従来の法体系では対

応できなくなる恐れがあり、緊急事態において国民の命と生活を守るには、法令

等のあり方について多岐にわたる論点を整理し、国民にわかりやすく提示して理

解を得た上で、その整備に取り組む必要がある。 

よって、国におかれては、緊急事態に対応できる法令等の整備に取り組まれる

よう要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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